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Πt ＝ ｒlt L t ＋ｒct CAt －ｒdt Dt － EXt － CRt                （１） 
  ここで，ｒlt はｔ期の貸出金利，L t はｔ期の貸出額，ｒct はｔ期のコール市場での運用
レート（外生変数），CAt はｔ期のコール市場での運用額（マイナスの場合には調達額，安













Πt ＝（ｒlt －ｒct ）L t ＋（ｒct －ｒdt ）Dt － EXt － CRt           （３） 
さらに，Dt ，EX t については，次の形の関数だと仮定する． 




ある．また，銀行のバランスシート制約からみても，資産の有力項目である L t の増加は，
負債の有力項目である Dt の増加に結びつく可能性が高い．このため，偏微分の係数は正と
考えられる（∂Dt／∂L t ＞0）． 




費の２回微分は非負と考えられる（∂2 EXt／∂L t 2 ≧0）． 
 また，信用リスク相当額CRt は，（５）の形の関数形だと仮定する． 
CRt ＝CR（L t ，Zt ，Nt ）                       （５）
 ここで，Zt はｔ期におけるその地域の地価変動率，Nt はｔ期におけるその地域の成長性
とする． 
各銀行が無理やり貸出を増やそうとすると，予想貸倒損失率がより高いとみなされる取
引先への貸出を余儀なくされると思われる．したがって，貸出額 L t の拡大は予想される損
失額 CRを拡大させることから，偏微分の係数は正と考えられる（∂CRt／∂L t ＞0）．ま


















Πt ＝（ｒlt －ｒct ）L t ＋（ｒct －ｒdt ）D（L t ） － EXt（L t ）  
－ CR（L t ，Zt ，Nt ）                        （６）
この式を L t で偏微分すると，銀行にとって収益を最大化するための１階の条件が次の
とおり求められる．   
∂Πt／∂Lt ＝（ｒlt －ｒct ）+ L t ∂ｒlt／∂L t +（ｒct －ｒdt ）∂Dt／∂L t  
－∂EXt／∂L t － ∂CRt／∂L t  ＝ 0         （７） 
ここで，貸出需要の金利弾力性（∂L t／ L t）／（∂ｒlt／ｒlt）＝－μ（一般にμ＞0）
として解くと，（８）式が得られる． 
（１－１／μ）ｒlt －ｒct ＋（ｒct －ｒdt ）∂Dt／∂L t －∂EXt／∂L t 

















満たす Lが拡大し，ｒdt が上昇すれば Lは縮小することになる．また，CRが Zと Nの減





 LD ＝ L（ｒlt , Yt , Zt , St , Ft , L t－1 ）                    （10） 
 ここで，Yt はｔ期におけるその銀行の所在する地域の県内総生産，St はｔ期における株
価，Ft はｔ期における円ドル相場とする． 






























 （９）式の説明変数であるｒdt とｒlt はかなりパラレルに動いており（補論３参照），強
い多重共線性が想定されることから，ｒlt を消去することとした。そこで，（10）式を（９）
式に代入すれば，貸出は以下の７変数の関数となる． 
Lt ＝ L（ｒdt , Yt , Zt , Nt , St , Ft , L t－1 ）                  （11） 
 ここで，予想される符号は，ｒdt  が負，Yt が正，Zt が正（貸出供給関数でも需要関数












Lt i＝ αi ＋ βYt i＋ γZt i＋ δｒd t i ＋ ηNt i＋ ιSt ＋ κFt ＋ νLt-1 i（12） 
ここで，Lt iはｔ期における都道府県i の貸出前年比，Yt iはｔ期における都道府県i






























































































































































































































































































預金増加率＝ 0.794 × 貸出増加率 ＋ 1.710             （補１－１） 
        （44.964）      （10.383） 








 例えば，ｔ期における最適な資金需要残高 LD*t を実現するのにはコストがかかり，ｔ期に
調整できる部分（前期末の残高に上乗せできる部分）は，LD*t － LDt－１ の一部θ（１＞θ
＞０）のみであると仮定しよう．この場合，ｔ期における資金需要の増加額は，最適な資金
需要に向けて当該期に調整できた部分だけとなる．すなわち，（補２－１）式が成立する． 
  LDt － LDt－1 ＝θ（LD*t － LDt－1 ）                （補２－１） 
ここで、両辺に Lt－1 を加えて整理すると（補２－２）式が得られる． 




                                                 
要残高の加重平均となる．従って貸出は慣性効果を持つこととなる． 









貸出金利前年差＝ 1.055 × 預金金利前年差 － 0.077        （補３－１） 
          （97.573）        （9.609） 





貸出金利前年差＝ 0.340 × コールレート前年差 － 0.104       （補３－２） 
          （42.476）          （6.941） 



































収益の２回微分は∂2Π／∂Ｌ2 ＝－∂（1／μ）／∂Ｌ－∂2ＥＸ／∂Ｌ2 － ∂2ＣＲ／∂Ｌ2 と
なるが，右辺第 1項は＋（∂μ／∂L）／μ2 と等しい．上記のとおり，∂μ／∂L ＜0と仮定














































































                                                                                                                                                  
行が個別貸出案件の売上や収益性の現状や見通しに対してよりセンシティブになり，貸出と県民
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期 中 平 均（75～99年度） 
指標名  最大の年 最小の年 
 ﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊前（ﾊﾌﾞ ﾙ期） 崩壊後 
貸出 （前年比％） 25.1 (88年) 6.6 (80年) 13.8 14.7  (18.1 ) 12.1 
県内総生産 （前年比％） 16.9 (80年) 6.1 (97年) 10.1 11.5  ( 8.2)  7.7 
地価   （前年比％） 86.8 ( 7年) 2.2 (75年) 18.1 21.0  (54.5 ) 12.9 
預金金利  (前年差％ﾎﾟｲﾝﾄ) 1.70 (81年) 0.21(97年)  0.73 0.85  ( 0.78)   0.52
人口   （前年比％） 3.86 (75年) 1.10(96年)  2.03 2.40  ( 2.40)   1.37
注１） 格差は「最高の県の％ － 最低の県の％」で計測． 
注２） バブル崩壊前は 75～90年度、バブル期は 86～90年度、崩壊後は 91～99年度を指す． 
注３） 年毎の格差より算出． 





         
期 中 平 均（75～99年度） 
指標名  最大の年 最小の年 
 ﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊前（ﾊﾌﾞ ﾙ期） 崩壊後 
貸出 （前年比％） 4.4 (87年) 1.3 (80年) 2.7 2.9   ( 3.7 ) 2.3 
県内総生産 （前年比％） 4.2 (75年) 1.2 (99年) 2.1 2.5   ( 1.9 ) 1.5 
地価   （前年比％） 19.1 (87年) 0.5 (77年) 4.0 4.4   (11.6 ) 3.1 
預金金利  (前年差％ﾎﾟｲﾝﾄ) 0.34 (81年) 0.04(77年) 0.15 0.18  ( 0.18) 0.12 
人口   （前年比％） 0.73 (75年) 0.26(96年) 0.45 0.53  ( 0.53） 0.31 
注１） バブル崩壊前は 75～90年度、バブル期は 86～90年度、崩壊後は 91～99年度を指す． 
注２） 年毎の標準偏差より算出． 
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 表３ パネル分析による貸出前年比の推計結果（固定効果モデル） 
         
説明変数  係数 （ｔ値 ） ［ｐ値］ 
県内総生産 （前年比％） β 0.229 （ 7.791） ［0.000］ 
地価    （前年比％） γ 0.094 （ 7.271） ［0.000］ 
預金金利  (前年差％ﾎﾟｲﾝﾄ) δ ‐0.801 （‐5.632） ［0.000］ 
人口    （前年比％） η 1.868 （ 6.019） ［0.000］ 
株価 （前年比％） ι 0.033 （ 6.123） ［0.000］ 
円ドル相場 （前年比％） κ ‐0.002 （‐0.247） ［0.805］ 
貸出1期ﾗｸﾞ（前年比％） ν 0.549 （20.805） ［0.000］ 
修正 R2 ＝ 0.684   D.W. = 2.172 
 
 
  表４ パネル分析による貸出前年比の推計結果（バブル崩壊の前後） 
         




  係数 （ｔ値 ） ［ｐ値］ 係数 （ｔ値 ） ［ｐ値］ 
県内総生産 β 0.164 （ 5.022） ［0.000］ 0.236 （ 4.443） ［0.000］
地価 γ 0.055 （ 4.109） ［0.000］ 0.115 （ 2.684） ［0.008］
預金金利 δ ‐0.800 （‐4.696） ［0.000］ ‐1.315 （‐4.440） ［0.000］
人口 η 1.015 （ 4.685） ［0.000］ 1.728 （ 2.040） ［0.042］
株価 ι 0.058 （ 6.520） ［0.000］ ‐0.050 （‐6.861） ［0.000］
円ドル相場 κ ‐0.023 （‐2.622） ［0.009］ 0.031 （ 2.342） ［0.020］
貸出１期ラグ ν 0.488 （14.926） ［0.000］ 0.219 （ 4.330） ［0.000］
定数項 α 2.122 （ 5.143） ［0.000］ ― ― ― 
  修正 R2 ＝ 0.433    
D.W. = 1.969 
修正 R2 ＝ 0.484    
D.W. = 2.100 
 
 
